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研究成果の概要（和文）：本研究では、黄河流域を対象に水利権転換の導入によって引き起こされるであろう水資源へ
の影響と、環境汚染・資源消費・社会経済への影響を総合的に検討した。具体的には、地域の経済成長と水利用との関
係を把握するとともに、地表と地下の水利用の実態を解明した。さらに、効率性を考慮することで転換可能水量を算出
し、水需給ギャップの把握と黄河の流出量への影響を検討した。そして、工業生産（インフラ建設投資等）の水資源に
対する影響を分析することによって、最終的にはこの流域における省資源型・環境調和型社会を目指した適正な水資源
配分のあり方を水利権転換といった観点から検討した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we examined the impact on the water resource as well as socio-econo
mic, environment pollution and resource consumption which may be caused by the introduction of water right
s in the Yellow River basin. Understanding of the relationship between water use and economic growth, and 
elucidation of the actual situation of underground and surface water uses were studied. Moreover, water de
mand and supply gap, and calculation of river flow of the Yellow River was estimated under grasping possib
le amount of transferring water by considering the water efficiency. Finally, influence on water resource 
by the industrial sector especially investment of infrastructural construction was analyzed. In conclusion
, the way of proper water resource allocation with the aim of a resource-saving and environmentally consci
ous society in the Yellow River basin was considered.
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１．研究開始当初の背景 
21 世紀は水の世紀である。特に、水資源の

少ない地域、とりわけ乾燥・半乾燥地域では、
水資源のさらなる枯渇が経済成長の足枷と
なることが懸念されている。1972 年から頻
発した黄河における断流は、こうした世界各
地の水不足の代表としてあげることができ
る。この断流は、急速な社会経済の成長に伴
い水需要が増加した結果、水需給のアンバラ
ンスが発生し深刻化していったと言われて
いる。この地域の水不足を解消するためには、
水資源の配分を十分に考慮しつつ、各地域・
各セクター（農業・工業・生活）の成長を配
慮しながら、限られた水資源を有効に利用し
ていくための対策を急ピッチで進める必要
がある。このような状況のもと、中国は黄河
流域において水利権転換という新たな政策
を試行した。水利権転換とは、農業の節水施
設建設に工業が投資することによって得ら
れる農業用水の余剰分の用水量（＝当初の分
配用水量－節水後の用水量）、すなわち節約
して得られた水を発電所などの工業へ転用
することができることを意味している。こう
した政策により、水資源が不足する地域にお
いて経済発展を促す役割がある一方で、水利
権転換による工業化の無秩序な促進は、環境
汚染の悪化や河川の流量の低下（水需給バラ
ンスの空間的変化）などを引き起こす可能性
がある。そのため、この水利権転換を導入し
た際の水資源に対する影響に加え、環境汚染
や資源消費への影響、また社会経済へのイン
パクト等を総合的に検討していく必要があ
る。 
 
２．研究の目的 
本研究では、上記の背景を受け、水利権転

換の導入によって引き起こされるであろう
黄河の水資源に対する影響と、環境汚染・資
源消費・社会経済への影響を包括的に検討し
ていくことを目的としている。 
この目的を達成するためのステップとし

て、以下の個別の項目を設定した。 
 

（1）中国の社会経済や環境等、また水利権
転換に関する情報を収集し、総合的なデータ
ベースを構築する。 
 
（2）東部（沿岸部）と西部（内陸部）とい
った地域の社会経済の成長の具合や地域格
差の問題、また水利用の状況や資源利用・環
境問題の実態を把握する。そして、これら社
会経済と水利用、資源・環境の問題について、
特に近年の状況を踏まえて把握する。 
 
（3）黄河流域における地域の水利用の状況
はさほど分かっていない。特に、利用してい
る総量は各省・各セクター単位等で分かるも
のの、地表水と地下水の別等については、そ
の実態すら未だ正確には把握されていない。
そのため、出来る限り詳細な空間単位におい

て水利用の実態を把握する。 
 
（4）地域の水利用の状況を把握した後、非
効率に使用されている水量を把握すること
によって、各地域・各セクターにどの程度水
を転換できるのかを算出する。 
 
（5）（4）で算出された水量を工業セクター
に導水した場合の流出量の変化、環境や資源
利用への影響を分析する。 

 
３．研究の方法 
水利権転換が流域全体でどこまで可能な

のかを把握するため、以下の方法で分析を行
った。 

 
（1）黄河流域で行われている水利権転換の
事例や政策を調査するとともに、社会経済、
水利用、排水、気象、エネルギー・資源とい
ったデータを中国で刊行されている統計書
類や書籍等から収集・整理しデータベースを
構築した。 
 
（2）地域の社会経済成長と水利用との関係
を把握するとともに、地表水と地下水の利用
の実態を解明した。 
 
（3）構築したデータベースを用いて、地域
の削減可能な用水量を把握することで、転換
可能な水量を明らかにした。 
 
（4）黄河流域の北部を中心に用水路の整備
やドロップ灌漑などによって、漏水を減らす
ための整備費用を算出した。また、水が転換
されたことによる工業生産への影響を推計
することで経済的な効果を算出した。 
 
（5）転換可能な水量を工業セクターで用い
た場合の各地域の水利用と水資源量とのバ
ランス、また流出量を算出することによって
検討した。一方、工業生産（特に、インフラ
建設投資に着目）が活発化することによって、
環境汚染の悪化や天然資源の過剰消費など
が危惧される。そのため、これらの影響を、
水資源産業連関表を構築することによって
検討した。 
 
（6）最終的に、黄河流域における省資源型・
環境調和型社会を目指した適正な水資源配
分のあり方について、水利権転換の可能性と
いった観点から検討を行った。 
 
４．研究成果 
（1）データベース構築、地域の経済成長

と水資源利用との関係を把握、水利用の効率
性：まず、ここでは長期のデータが入手可能
な中国各省を対象に、地域の経済格差の状況
を 1978 年と 2008 年において比較した。この
結果、西部（内陸部）を 1 とした場合、東部
（沿岸部）と中部の一人当たり総生産額の格



差が 1978 年ではそれぞれ 1.78 倍と 1.18 倍で
あったものが、2008 年には 2.38 倍と 1.25 倍
となり、東部と西部の間での格差が拡大して
いることがわかった。また、地域別の総生産
値当たりの用水量（値が小さいほど、効率的
に用水量を利用していることを表している）
を検討すると、まず一番値の大きい西部と小
さい東部を比較した場合、1997 年ではおよそ
2.1 倍の差が、また 2004 年には 2.6 倍の差と
拡大しており、圧倒的に西部が大きいことが
わかった。ただし、総生産値当たり用水量自
体の値は徐々に低下しており、東部ほどスピ
ードは速くないものの、西部でも効率的な水
利用が進んでいることが分かった。この分析
から分かったことは、今後、社会経済の格差
を是正していくために、西部への経済成長を
東部と同等程度に促すと、多くの用水量が必
要になることが示唆された。さらに、地域
別・セクター別の用水原単位を比較すると、
農業用水原単位は地域の気候・気象条件など
といった要因が大きく関係しており、飛躍的
な改善は見込めない可能性がある。他方、工
業用水原単位は回収水の利用の促進が進め
ば、経済成長と共に西部から東部の傾向のよ
うに徐々に用水原単位が下がる可能性があ
る。一方で、上水道の普及やライフスタイル
の向上によって、内陸地域の生活用水原単位
は増加する可能性があり、特に都市化が進む
ことによって都市での用水量が増える可能
性がある。 
 ここでは、経済成長と水資源利用との間の
ジレンマと課題を示した。経済格差を是正す
るためには、内陸部の成長を促す必要がある。
ただし一方では、適正な水資源利用を進める
ための仕組みがなければ、水不足をさらに助
長させる恐れがある。これは限られた水資源
を融通しあうセクター間においても同様の
ことが言える。すなわち、工業用水や都市生
活用水の水需要が増加すれば、農業用水の需
要が逼迫されるため、この部門でのさらなる
効率化が求められることになる。 
 
（2）地表水と地下水の利用の実態を解明：
黄河流域において，大西ら*の推計した水資
源需給構造と、Ichinose et al.**の推計した地
下水利用構造を地域ごとに比較することに
よって、当該流域における地表水の利用構造
を把握した。ここでは、黄河流域に大部分が
含まれる 35 の地級行政単位を抽出し、立地
の近接性と水資源需給構造の形態的類似性
（共通する特徴）に着目して、それらを 12
の小流域に分類した。一般に上流域では地表
水に依存し、農業での利用割合が低いため、
地下水利用の季節変動は小さい。一方、中流
域から下流域では地下水への依存が高くな
り、農業での利用割合が高くなるため、地下
水利用の季節変動は大きくなる。とりわけ、
その傾向は黄土高原において顕著である。ま
た、最下流域では再び地表水に依存している。
さらに地下水利用構造の類似性にもかかわ

らず、小流域の中でも地表水を含めた水資源
の需給構造に多様性が見られる地域がある。
とりわけ中流域では，大河川へのアクセスの
状況に応じて多様性が顕著であることが分
かった。 
*大西暁生、井村秀文、白川博章、韓骥、黄
河流域水資源需給の時間・空間構造の把握に
関する研究、環境システム研究論文集、Vol. 34、 
pp. 611-622、2006. 
** T. Ichinose, I. Harada, M.S. Ee and K. Otsubo, 
Estimation of groundwater resource demand in 
the Yellow River Basin, China, From Headwaters 
to the Ocean: Hydrological Change and 
Watershed Management, Taylor & Francis, pp. 
477-482, 2009. 
 
（3）水需給ギャップの把握と黄河の流出量
の算出：ここでは、中国全土を対象に、社会
経済成長と水需要の関係を明らかにしつつ、
水需給ギャップを 0.5 度格子単位で把握した。
まず、人口・経済といったマクロな空間情報
から地域のセクター別（農業、工業、生活）
の水需要量を推計した。この際、全国の経済
成長率を一定と仮定した上で、空間的な成長
の違いを考慮するため、4 つのシナリオを設
定した。これらのシナリオは、過去の実績を
踏まえて成長する「トレンド成長」、どの地
域も同じ成長率で成長する「均等成長」、沿
岸地域の成長をより促進する「沿岸成長（沿
岸部が内陸部の 2 倍の成長率）」、内陸地域の
成長をより促進する「内陸成長（内陸部が沿
岸部の 2 倍の成長率）」である。次に、デー
タベースとして構築した気象データを用い、
地域の水資源量を算出した。ここで将来の水
資源量については、推計した1971年から2005
年までの各格子の水資源量を用い、最も水資
源量が多かった年を「豊水年」、最も水資源
量が少なかった年を「渇水年」、平均的な水
資源量に最も近い年を「平水年」と設定しシ
ナリオとした。そして，上記によって推計さ
れた水需要と水供給の関係を水需給ギャッ
プとして評価した（図-1）。さらに、黄河流域
を対象に、カスケード方式の流出モデルを作
成し人間活動の違いによって生じうる河川
流出量の変化を定量的に明らかにした（図-2）。
また、上記のような経済成長の空間的な差異
のシナリオとともに、工業セクターが促進さ
れ多くの水利用が発生した場合の各地域の
水利用と水資源量とのバランス、また流出量
を算出することで用水量の転換を検討した。 
注釈）図-1、2 は「大西ら：中国の急速な

社会経済成長が地域の水需給ギャップに与
える影響、水文・水資源学会誌、査読有、Vol.24、
No.4、pp. 216-234、2011.」をもとに作成した。 
 
（4）工業生産（インフラ建設投資）の水資
源への影響：近年の中国の経済は、従来の外
需主導型からインフラ建設を中心とする内
需型へ転換しつつある。インフラ建設投資の
水資源多消費型・汚水多排出型産業への波及



効果により直接的・間接的な水利用が増大し、
さらには水環境に大きな影響を与える可能
性がある。このようなインフラ建設投資と水
利用および水環境の関係を把握することは
重要である。ここではまず、産業別の用水
量・汚濁物質排出量の原単位を収集・整備し
た。次に、インフラ建設投資の影響を把握で
きる水資源産業連関表を構築し、インフラ建
設投資の生産誘発効果を分析した。さらに、
用水量、汚水排出量、COD 等の汚濁物質排出
量の指標を用いて、水資源に対するインフラ
建設投資の影響を評価した。この結果から、
インフラ建設投資の誘発生産額が都市家計
消費や輸出に匹敵する規模であり、経済発展
の主要な牽引力であることが分かった。また、
インフラ建設投資によって誘発される産業
別の用水量および汚濁負荷量は、いずれも農
林水産業で圧倒的に多いことが分かった。そ
れ以外にも、誘発される用水量の多い部門は
電力・熱水生産供給業、鉄鋼業であることが
判明した。さらに、COD 排出量については製
紙と紙製品製造業の誘発量が多いことが分
かり、NH4 排出量の場合は肥料生産を含む化
学原料と化学製品製造業において多いこと
が明らかになった。そのため、このようなイ
ンフラ建設投資によって誘発の影響を受け
る産業では、用水効率を向上するとともに汚
濁物質量を削減することが重要であること
が示唆された。 
 
（5）最終的に、上記の研究成果をもとに、

黄河流域における水利用の実態を把握する
とともに、社会経済、環境、資源との調和の
とれた適正な水利用と水資源配分のあり方
について水利権転換といった観点から検討
した。 
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図-2 黄河各小流域の水需給構造（上）
と流出量（下）の推計結果 

図-1 2050 年水需給ギャップの推計結果 
（内陸成長＋渇水年） 
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